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第82号様式（第45条、第45条の２関係） 

                             年  月  日  

      様 

 整理番号 

                       富山県総合県税事務所長 印  

              不動産取得税減額通知書              

  次のとおり不動産取得税の減額を決定しましたから通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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 第84号様式の５を次のように改める。 
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第84号様式の５（第45条の５関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

      様 

                             富山県知事 印  

          県たばこ税更正・決定・加算金決定通知書          

  次のとおり更正・決定及び加算金決定しましたから通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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 第96号様式を次のように改める。 
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第96号様式（第46条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

         ゴルフ場利用税更正・決定・加算金決定通知書         

  次のとおり更正・決定及び加算金決定しましたから通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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 第96号様式付表及び第96号様式の２を削る。 

 第99号様式中「証紙で」を削り、同様式の備考の２を削り、同様式の備考の３を 

同様式の備考の２とする。 

 第 105号様式を次のように改める。 
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第 105号様式（第52条関係） 

（表） 

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

        自動車税環境性能割更正・決定・加算金決定通知書        

  次のとおり自動車税環境性能割の課税標準額及び税額（加算金）を更正（決定） 

 しましたから通知します。 

  なお、この通知により納付すべき税額等は、    年  月  日までに納 

 付してください。 
 

登録番号 申告等年月日 

  

  

区 分 確 定 額 既 確 定 額 差 引 増 減 額 

課 税 標 準 額 千円 千円 千円 

税 率    

税 額 円 円 円 

 計算の基礎となる税額 率 年 税 額 既 確 定 額 差引増減額 

過少申告加算金 

(通常対象分) 

(加重対象分) 

円  円 円 円 

不申告加算金 

(通常対象分) 

(加重対象分) 

     

重 加 算 金      

通知納期限    加算金計  

摘 要 納付すべき額  

 

 備考 １ 裏面をご覧ください。 

 ２ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日から起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求を 

  することができます。ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査請求をすることができません。 

 ３ ２の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として 

  （訴訟において富山県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、 

  次のいずれかに該当するときは、当該裁決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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（裏） 

１ 不足税額については、申告書提出期限の翌日から納付の日までの期間の日数に 

 応じ、不足税額に年14.6パーセント（この通知書の納期限までの期間又は当該納 

 期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年 7.3パーセント）の 

 割合（平成12年１月１日から平成25年12月31日までの期間については、当該期間 

 の属する各年の前年の11月30日を経過する時における日本銀行法（平成９年法律 

 第89号）第15条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年 

 ４パーセントの割合を加算した割合が年 7.3パーセントの割合に満たない場合に 

 は、その年中においては、年 7.3パーセントの割合にあつては、当該商業手形の 

 基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割合とします。平成26年１月１日 

 から令和２年12月31日までの期間については、当該期間の属する各年の前年に所 

 得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）による改正前の租税特別 

 措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項の規定により告示された割合に年１ 

 パーセントの割合を加算した割合（以下「特例基準割合」という。）が年 7.3パ 

 ーセントの割合に満たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」とい 

 う。）中においては、年14.6パーセントの割合にあつては当該特例基準割合適用 

 年における特例基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3 

 パーセントの割合にあつては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算し 

 た割合（当該加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超える場合には、年 7.3 

 パーセントの割合）とします。令和３年１月１日以降の期間については、当該期 

 間の属する各年の前年に租税特別措置法第93条第２項に規定する平均貸付割合に 

 年１パーセントの割合を加算した割合（以下「延滞金特例基準割合」という。） 

 が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては、年14.6パ 

 ーセントの割合にあつてはその年における延滞金特例基準割合に年 7.3パーセン 

 トの割合を加算した割合とし、年 7.3パーセントの割合にあつては当該延滞金特 

 例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年 7.3 

 パーセントの割合を超える場合には、年 7.3パーセントの割合）とします。）を 

 乗じて計算した金額（計算の基礎となる税額に 1,000円未満の端数があるとき、 

 又はその税額の全額が 2,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を 

 切り捨てて計算する。）に相当する延滞金額を加算して納付してください。 
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 第 106号様式から第 108号様式までを次のように改める。 

第 106号様式から第 108号様式まで 削除 

 第 110号様式及び第 111号様式を次のように改める。 

第 110号様式及び第 111号様式 削除 

 第 111号様式付表を削る。 

 第 112号様式を次のように改める。 
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第 112号様式（第62条、第63条関係) 

                             整理番号     

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

           自動車税環境性能割課税免除通知書           

  次のとおり自動車税環境性能割の免除（承認、不承認）を決定しましたから通 

 知します。 

登録番号 年度 既確定額（円） 確定額（円） 増減額（円） 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

  

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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 第 115号様式を次のように改める。 
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第 115号様式（第67条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

             特別徴収義務者登録通知書             

  地方税法第 144条の15第２項及び富山県税条例第 136条の２第３項の規定によ 

 り、次のとおり軽油引取税に係る特別徴収義務者として登録したので通知します。 
 

特別徴収義務者 

住（居）所 
（所在地） 

 

氏   名 
（法人名） 

 

登録年月日 

 
 
 
 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



  100  令和７年９月 12日     富 山 県 報        号  外   

 

 第 123号様式から第 123号様式付表２までを次のように改める。 
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第 123号様式（第67条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

        軽油引取税更正・決定・（加算金決定）等通知書        

  次のとおり更正・決定及び加算金決定しましたから通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
 

 
納入(納付)すべき額 



 

 

 第 123号様式付表１（第67条関係）                                        

  軽油引取税の調定内訳書（納入分）（   ） 

 年度 事務所 処理日 調定年月日 
     
 

課税番号 
行為年月 

申請処理区分 
申請（通知）年月日 
指定納期限 

 

事業者コード 
登録番号 

特別徴収義務者 
（納税者） 
氏名（名称） 

 

納入数量  
 
 
 
 

ℓ 

除外数量  
 
 
 
 

ℓ 

輸出数量  
課税済数量  

 
 
 

ℓ 

免税証控除数量  
合衆国軍隊数量  

 
 
 

ℓ 

計  
 
 
 
 

ℓ 

差引計  
欠減量  

課税標準量  
 
 

ℓ 

既調定税額 
調定税額 
歳出減額 

 
 

円 

加算金 
 
 
 
 
円 

確認 
 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

 

 
 
1
0
2 

 
令
和
７
年
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月

1
2
日
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山

 
県
 
報
 
 
 
 
 
 
 
号

 
 
外
 
 
 



 

 

 第 123号様式付表２（第67条関係）                                        

  軽油引取税の調定内訳書（納付・普通徴収分）（   ） 
 年度 事務所 処理日 調定年月日 
     
 

課税番号 

行為年月（日） 

申請処理区分 

申請（通知）年月日 

指定納期限 

事業者コード 

登録番号 

特別徴収義務者 

（納税者） 

氏名（名称） 

特約元売販売数量 

石油製品販売数量 

自動車消費数量 

消滅時所有数量 

自 己 消 費 数 量 

ℓ 

免税軽油譲渡数量 

免税用途外数量 

製造軽油の消費譲渡数量 

輸入数量 

納付数量小計 

ℓ 

特約元売控除数量 

石油製品販売控除数量 

自動車消費控除数量 

 

 

ℓ 

消滅時所有控除数量 

自己消費数量 

製造軽油の控除数量 

 

 

ℓ 

計 

 

 

 

 

ℓ 

課税標準量 

 

 

 

 

ℓ 

既調定税額 

調定税額 

歳出減額 

 

 

円 

加算金 

 

 

 

 

円 

確認 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

 

 
 
令
和
７
年
９
月

12
日
 
 
 
 
 
 
富

 
山
 
県

 
報

 
 
 
 
 
 
 
号
 

 
外
 

 
103 

 
 



 

 

 第 124号様式を次のように改める。 

第 124号様式 削除 

 第 130号様式を次のように改める。 
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第 130号様式（第71条関係） 

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

            特別徴収義務者登録消除通知書            

  次のとおり特別徴収義務者の登録を削除したので、富山県税条例第 136条の２ 

 第７項の規定により通知します。 
 

特別徴収義務者 

住（居）所 
（所在地） 

 

氏   名 
（法人名） 

 

登録消除年月日 
 
 
 

（理由） 
 
 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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 第 134号様式⑴から第 134号様式⑶までを次のように改める。 
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 第 134号様式⑴（第76条関係）                                            

（表１） 
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（表２） 
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（裏） 
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第 134号様式⑵（第76条関係） 

（表） 

自動車税（種別割）納税通知書 
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（裏） 
 

 

【延滞金について】 

 延滞金は、納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年14.6パーセント（納期限の翌日から１月を経過する日 

までの期間については年 7.3パーセント）の割合（当該期間の属する各年の前年に租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条 

第２項に規定する平均貸付割合に年１パーセントの割合を加算した割合（以下「延滞金特例基準割合」という。）が年 7.3パーセ 

ントの割合に満たない場合には、その年中においては、年14.6パーセントの割合にあつてはその年における延滞金特例基準割合に 

年 7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3パーセントの割合にあつては当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割 

合を加算した割合（当該加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超える場合には、年 7.3パーセントの割合）とします。）を乗 

じて計算した金額です。 

 この場合、税額に 1,000円未満の端数があるとき、又は税額の全額が 2,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を 

切り捨てて計算します。 

 

【処分に不服がある場合の救済の方法】 

 １ この処分について不服があるときは、この処分があつたことを知つた日の翌日から起算して３月以内に、富山県知事に対して 

  審査請求をすることができます。ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査請求をすることが 

  できません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告と 

  して(訴訟において富山県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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第 134号様式⑶（第76条関係）                                                                      

（表） 
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（裏） 
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金特例基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3 

の処分があつたことを知つた日の翌日から 
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 第 134号様式⑶の次に次の２様式を加える。 
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第 134号様式⑷（第76条関係） 

（表） 

             年度 自動車税（種別割）納税通知書         

 

  あなたの自動車税（種別割）は下記のとおりです。 

  つきましては、先に依頼のありました下記預金口座から    年 月 日に 

 振り替えさせていただきますので、口座残高の確認をお願いします。 

 

記 

 

 １ 税    額                 円 

 

 ２ 課税対象車両            台（別添内訳書のとおり） 

 

 ３ 区    分 

 

 ４ 年    度 

 

 ５ 課税の根拠 

 

 ６ 納 期 限 

   （振替日） 

 

 ７ 口座振替指定金融機関及び口座番号 

 

      金融機関名 

      預金種別 

      口座番号 
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（裏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この処分について不服があるときは、この処分があつたことを知つた日の翌日から起算して３月以 
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第 134号様式⑷付表（第76条関係） 

               納税通知書内訳書               

 

 納税者番号 

 

 氏名名称 

 

   件     

 登録番号 車台番号 グリーン化区分 年税額 減免等の額 既納付額 差引税額 
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 第 137号様式⑴を次のように改める。 
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第 137号様式⑴（第76条関係） 

                          No.           

 自動車税種別割納税証明書 

            (継続検査・構造等変更検査用) 

 

   下記登録番号の自動車に係る自動車税（種別割）について、現納税義務者 

  には、滞納がないことを証明します。 

                      富山県総合県税事務所長 印  

自動車登録番号 

 

 

車台番号 

 

 

有効期限 

 

 

備考 
 

 

  注意事項 

   登録番号・有効期限を訂正したものは無効です。 

 

 

 

 

  



  令和７年９月 12日      富 山 県 報       号  外  123   

 

                                      

 第 137号様式⑵中 

｢ 自動車の車体番号  

を  
下３桁 

   

」 
                                      
「 自動車の車体番号  

に改め、「備考 納税証明書自動発行機により証  
下４桁 

    

」 

明書の交付を請求する場合は、この申請書の提出は不要です。」を削る。 

 第 137号様式⑷中「年 月 日」を削る。 

 第 139号様式を次のように改める。 
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 第 139号様式（第80条関係）                                             

（表） 
                         様 

    下記のとおり賦課しましたから通知します。 

課税年度  期別  

鉱業権登録番号  

課税番号  

区分 課税標準 
百アール 
千メートル 

税率（円） 月数 税額（円） 

既確定額  

 

  

確定額    

差引    

課税の根拠 地方税法第178条及び富山県税条例第150条 

納付する税額  納期限  

                                     年  月  日   

                                   富山県総合県税事務所長  印 

 

             下の部分を切り取り、裏面の各納付場所にて納付してください。 

                富山県                 公  eL      富山県    公                                     公 

 

加入者名  口座記号番号  金額  

収納機関番号  納付番号  確認番号  納付区分  

納期限  年度   OCR-ID  

 

 

 

 

 

 

 

富山県鉱区税納税通知書 

納付番号  確認番号  

  納付区分  

税目  年度  

期別  

  事務所  
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延滞 
金額             円 

課税事務所  

取りまとめ金融機関  

合計 
金額             円 取りまとめ店 

 

納税者氏名 

 

C 

V 

S 

収

納

用 

 

 

領 収 日 付 印 

 

 

加入者名  

口座記号 
番号  

納付番号  

確認番号  

税目  

納期限  

金額  

 

納税者氏名  

納付内容  

課税事務所  

 

領 収 日 付 印 

 

 

納付（納入）する額 税額 円 

 

加入者名 

富山県総合県税事務所 

口座記号番号 

 

領 収 日 付 印 

 

 



 

 

（裏） 
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【処分に不服がある場合の救済の方法】 
１ この処分について不服があるときは、この処分があつたことを 
 知つた日の翌日から起算して３月以内に、富山県知事に対して審 
 査請求をすることができます。ただし、この処分の日の翌日から 
 起算して１年を経過したときは、当該審査請求をすることができ 
 ません。 
２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達 
 を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告とし 
 て（訴訟において富山県を代表する者は、富山県知事となりま 
 す。）、この処分の取消しの訴えを提起することができます。た 
 だし、次のいずれかに該当するときは、当該裁決を経ないで、こ 
 の処分の取消しの訴えを提起することができます。 
 ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても 
  裁決がないとき。 
 ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著し 
  い損害を避けるため緊急の必要があるとき。 
 ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。  

【延滞金について】 

 延滞金は、納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年14.6パーセント（納期限 

の翌日から１月を経過する日までの期間については、年 7.3パーセント）の割合（当該期間の属する 

各年の前年に租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項に規定する平均貸付割合に年１パ 

ーセントの割合を加算した割合（以下「延滞金特例基準割合」という。）が年 7.3パーセントの割合 

に満たない場合には、その年中においては、年14.6パーセントの割合にあつてはその年における延滞 

金特例基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3パーセントの割合にあつては 

当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年 7.3パーセ 

ントの割合を超える場合には、年 7.3パーセントの割合）とします。）を乗じて計算した金額です。 

 この場合、税額に 1,000円未満の端数があるとき、又はその税額の全額が 2,000円未満であるとき 

は、その端数金額又はその全額を切り捨てて計算します。 
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 第 150号様式中「証紙徴収済額」を「徴収済額」に改める。 

 第 151号様式を次のように改める。 
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第 151号様式（第82条関係） 

                狩猟税納付書                

年度 年度 登録番号 
※ 記入不要 
 氏名 

 

登録 

区分 
種別 

税率 

摘要 
富山県全域 放鳥獣猟

区のみ 
対象鳥獣捕獲員 

認定鳥獣捕獲

等事業者の従

事者 

軽減税率適

用狩猟者 

軽減税率適 

用従事者 

第１種 

１号 16,500円 4,100円 課税免除 課税免除 8,200円 8,200円 
 

２号 11,000円 2,700円 課税免除 課税免除 5,500円 5,500円 
市町村長

の証明書

を添付 

網 

３号 8,200円 2,000円 課税免除 課税免除 4,100円 4,100円 
 

４号 5,500円 1,300円 課税免除 課税免除 2,700円 2,700円 
市町村長

の証明書

を添付 

わな 

３号 8,200円 2,000円 課税免除 課税免除 4,100円 4,100円 
 

４号 5,500円 1,300円 課税免除 課税免除 2,700円 2,700円 
市町村長

の証明書

を添付 

第２種 ５号 5,500円 1,300円 課税免除 課税免除 2,700円 2,700円 
 

 
    

合計金額 円 

 備考 該当する「税率」を○で囲んでください。 

    ○で囲んだ税率の合計を合計金額欄に記入してください。 

    課税免除の場合は０円と記入してください。 

    納付は、手数料収納窓口で裏面により行つてください。 
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   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和７年９月16日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定 

 は、当該各号に定める日から施行する。 

 ⑴ 第15条の改正規定、第20条の表の改正規定（同表の⑵の項中「、第15条の６ 

  の２第３項及び法附則第59条第３項」を「及び第15条の６の２第３項」に改め 

  る部分、同表の⑶の項中「及び法附則第59条第３項において準用する場合」を 

  削る部分、同表の⑷の項中「（法附則第59条第３項において準用する場合を含 

  む。）」を削る部分及び同表の⑸の項中「及び法附則第59条第３項」を削る部 

  分に限る。）、附則に１項を加える改正規定並びに第８号様式、第９号様式、 

  第37号様式及び第47号様式の４の改正規定 公布の日 

 ⑵ 第11条第１項及び第29条第２項の改正規定、第52条の表の改正規定（同表の 

  ⑴の項中「第 138条の７第２項」を「第 138条の７第３項」に改める部分に限 

  る。）、第53条から第55条まで、第56条及び第57条から第61条までの改正規定、 

  第43号様式⑸、第43号様式の２、第99号様式、第 106号様式から第 108号様式 

  まで、第 110号様式及び第 111号様式の改正規定、第 111号様式付表を削る改 

  正規定並びに第 150号様式及び第 151号様式の改正規定 令和７年10月１日 

 ⑶ 附則第４項の改正規定 令和８年４月１日 

 （経過措置） 

２ この規則による改正前の富山県税条例施行規則（以下この項及び次項において 

 「旧規則」という。）第57条第２項から第５項まで、第58条、第60条及び第61条 

 の規定は、前項第２号に掲げる規定の施行の日から令和12年９月30日までの間、 

 なおその効力を有する。この場合において、旧規則第61条の規定中「富山県収入 

 証紙条例施行規則（昭和39年富山県規則第13号）」とあるのは「富山県収入証紙 

 条例を廃止する等の条例の施行に伴う関係規則の整備に関する規則（令和７年富 

 山県規則第49号）による廃止前の富山県収入証紙条例施行規則（昭和39年富山県 

 規則第13号）」とする。 

３ 旧規則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用すること 

 ができる。 

                              （税 務 課）  

  令和７年９月 12日印刷発行        発 行  富    山    県    


